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1. 問題意識と研究の目的・構成 
（1）福島第一原発事故の影響と現状 

2011 年 3 月 11 日の東日本大震災は原発事故も含み、避
難（避難指示の発令、警戒区域から帰還困難区域・居住

制限区域・避難指示解除準備区域への再編、基本的に帰

還困難区域以外の避難指示解除）、除染、賠償などの対応

が行われてきた。政府は、同年 7 月「東日本大震災から
の復興の基本方針」において、2020 年度までの 10 年間を
復興期間、前半 5 年を集中復興期間、後半 5 年を復興・
創生期間とした。しかし 10 年目の今も、健康影響、非帰
還者の移転後の新生活、帰還者の生活生業環境、原発廃

炉の今後など、いずれも膨大な問題が放置されている文５）。 
一方で、こうした状況においても、地域再生を目指す

取り組みが個人や集落により行われている。 
（2）研究の目的と構成 
本研究では上記の認識のもと、原発事故被災によって

避難指示が発令され、解除後の地域の実態を理解するこ

とを目的とする。具体的には、福島県南相馬市小高区

（以下、小高区）を対象に、地域の概況と問題群を整理

して被災と取り組みの特徴を理解する（その 1）。中でも
空き地の発生と活用に着目するが、地域特性によってま

ちなか（その 2）と集落部（その 3）に分けて考察する。 
 
2. 福島県南相馬市小高区の被災前と被災 
（1）立地・歴史・市町村合併・行政区 
小高区は、太平洋に面する東側海岸から西の阿武隈山

地裾野の間に立地する。小高川の北には中世の小高城・

相馬藩相馬氏居城があったが小高神社となり、千年続く

神事・相馬野馬追の場となっている。そこから南の低地

部が小高区のまちなかである。伝統的な浜通りは、明治

31 年開業の常磐線小高駅から西に約 1.2km 伸びる駅前通
りと重なり、絹織物産業で賑わった。 

2006 年に原町市、鹿島町と合併して南相馬市となり、
地域自治区となったが、その前は小高町、さらに昭和の

大合併前は、小高町、福浦村、

金房村だった。それぞれ中部、

東部、西部と区分けされ、小学

校区でもあった（西部は二校）。 
このような行政の変化はあっ

たが、日常生活の単位は、明治

以前より続く自治組織である 39
の行政区で、各区で行政区長を

選出し、村社、共同墓地、公会

堂等を共有、農作業や道路清掃

を共同で行う（図 1 文４）転載加筆）。 
（2）被災と解除 
小高区と原町区の境は、福島

第一原子力発電所の約 20km 圏
とほぼ同じで、小高区は全区域

が避難指示対象となり、最西の

帰還困難区域を除いて 2016年 7 
図 1：南相馬市小高区の 39 行政区（まちなかと集落部）の被災状況と対応 
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月 12日に避難指示解除となった。 
海沿いは津波被災も受けたため、災害危険区域が指定

され、防潮堤整備も行われている。 
（3）被災前後の人口比較 
筆者らは、帰還者の増加を政策目標とすべきではなく、

人口減少を所与の条件としたうえで個人や集落の取り組

みを支援することが重要だと考えている。 
小高区の被災前人口は約 12,000 人だったが、約 1/3 ず

つ、帰還者、帰還していないが住民票を移していない人、

住民票も移して移転した人、に分かれる。帰還のタイミ

ングは、2016 年 7 月の避難指示解除前後、2017 年 4 月の
小中学校の小高区での再開直前、2019 年 3 月末の仮設住
宅提供の終了という三時期に急激に増加したが、現在は

ほぼ横ばい状態にある。 
表 1：小高区と南相馬市における被災前後の人口変化 

 被災前 2011.2末 被災後 2020.2末 
住民基本台帳  

居住人口 世帯 人口 世帯 人口 
小高区 3,771 12,834 2,738 7,401 3,663 
南相馬市 23,898 71,494 24,041 59,778 ---- 

 
3. 小高区における被災と取り組みの特徴文 1−11） 
	 これまでの被災地域での実践的研究により、小高区に

おける被災と取り組みの特徴を以下の三点にまとめる。 
（1）自然（じねん）と支援 
東日本大震災であり原発事故であることは、被災もそ

の後の対応も国レベルが中心となることを意味した。 
そのような枠組みは、すでに復興に向けた実践を始め

ている人の支援は可能かもしれない。必要な支援に合わ

せて、支援事業を取捨選択できるからだ。しかし実践の

発意を起こすことは難しい。こうした自然（じねん）的

な始まりを見逃さないことが支援においては重要だが、

支援にできることは限られているという理解も必要だ。 
（2）まちなかと集落 
小高区は全域が行政区により構成されている点は共通

だが、まちなかと集落部では集まって住む原理が異なる。 
まちなかは、中世の城下町であると同時に在郷町であ

り、小高の集落部の他に小高以外の地域との関係を有し、

第二次・第三次産業の集積地だという特徴がある。店先

は交流の場として機能していた。歴史の町としての魅力

や誇りの源泉もまちなかが主だった。こうした特徴を生

かした取り組みとして、帰還者や集落部からの移住者の

みならず、被災前まで南相馬市や小高区に関係してなか

った市外からの移住者による、交流を目的とした場づく

りが目立つ文１０）。 
集落部は、第一次産業、特に農業を営む兼業農家が多

く、土地の利用管理をする共同生活の集団として行政区

が存在している。土地は単独で存在していないので、被

災から 10 年目を迎えた今も水路沿いの田畑の利用や鳥獣
対策など共に対応する必要は変わらない。よって、その

再編が必要だ。密集して狭小な敷地群である漁村の特徴

を持つ海岸沿いの低地部と、畜産業も営んできた広大な

敷地を有する山際の行政区では、自ずと方法も異なる。 
（3）有機体としての特徴 
本研究（その 1-3）は空き地の活用に限定したうえ、一

部しか扱えなかったが、小高区では実践の担い手、理由

や規模、目的、方法など多様である。だからこそ被災前

と変わらぬ、有機体としての特徴があるといえよう。 
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